	
	（区分・特定被災区域内の申請者）


東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律

第１２８条第１項第１号の認定事務取扱要領

１　認定基準について

特定被災区域（注1）において震災前から継続して事業を行っていた者（注4）が、東日本大震災に起因して、その事業に影響を受けた後、次の要件に該当するものであること。
・　震災後の最近3か月間（注2）の売上高又は販売数量（建設業の場合は、完成工事高又は受注残高。以下「売上高等」という。）が、震災の影響を受ける直前の同期（注3）に比して１０％以上減少していること。
注1）東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第2条第2項及び第3項の市町村を定める政令（平成23年政令第127号）第2条の指定を受けた区域。

注2）「最近3か月間」は、申請日から6か月以内（申請月を除く）の連続する3か月間とします。

例）平成25年7月申請の場合：平成25年1月～25年6月のうちの連続する3か月間（1・2・3月、2・3・4月、3・4・5月、4・5・6月）

注3）「震災の影響を受ける直前の同期」は、基本的に3年前の同期となります。ただし、震災後一定期間後に震災の影響を受けた場合は、理由書に明記のうえ、2年前又は前年同期とすることも可能です。
注4）千歳市内の中小企業者が該当する場合の例
　　・千歳市内に本店を有する中小企業が、被災地に支店を有しており、当該支店が被災したことにより、千歳市内の本店も震災の影響を受けた。

　　・特定被災区域の事業者が、被災して千歳市内に避難・移転し、千歳市内で事業所を開設する。
２　認定申請手続について

	認定申請書、売上高等に関する資料に必要事項をご記入・押印のうえ、下記の書類を添付して申請してください。

共通書類
	・　売上高等を確認できるもの（試算表・元帳などの写し）
・　被災地に支店を有すること等が確認できるもの

	個別書類
	法人
	・　現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の原本又は写し

・　決算報告書の写し（直近１期分）

	
	個人
	・　確定申告書の写し（直近１期分）※事業所の所在地及び業種名が確認できるもの


※ 認定申請書は、2部提出していただき、1部に千歳市長印を押印して、原則翌日の午前中に交付いたします（残りの1部は千歳市の控えとなります）。有効期間内（30日間）に金融機関又は信用保証協会に提出してください。
